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農業共済の現状と収入保険導入の課題
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〔要　　　旨〕

農業共済制度は，戦前の家畜保険と農業保険を受け継ぎ，農業災害補償法（1947）に基づ
いて発足したものであり，これまで農業経営の安定や食料安全保障に重要な役割を果たして
きた。
米国やカナダでは収入保険が普及しており，日本でも農業共済制度を活用した収入保険の

導入の検討が進められている。しかし，収入保険だけでは農業所得の確保と経営安定は実現
できず，また現在検討されている収入保険は対象を一部の農業経営に限定しているなどの問
題があり，収入保険導入にあたってはさらなる検討・研究が必要である。
今後，収入保険導入を契機に農業経営における簿記・会計の整備が求められることになり，

農協は農業共済との連携を強化して農業経営管理支援に取り組む必要がある。また，農業共
済が運営する家畜診療所には技術的アドバイスができる獣医師が多くおり，家畜診療所を畜
産・酪農に対する農業経営支援の一つの核として位置づけていくべきであろう。
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社が取り扱っている「保険」と同じであるが，
相互扶助の原理に基づいて協同組合等が扱って
いるところが異なる。

（注 2） なお，大規模な自然災害に対しては，別に
激甚災害法等の災害復旧制度が設けられており，
農地や農業用施設の被害に対して「農林水産業
施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関す
る法律」等に基づく復旧事業助成制度がある。

1　農業共済制度の沿革

日本ではほとんどの農家が農業共済に

加入しており，全国各地に農業共済組合

（NOSAI）が存在するが，その実態について

はあまり知られておらず，研究もそれほど

多くは行われていない。また，本誌でもこれ

まで農業共済についてほとんど取り上げて

おらず，最初にその沿革を振り返っておく。

（1）　自然災害，病虫害と農業

農業は，人間が生存するために必要不可

欠な食料等を獲得する最も古く本源的な産

業であるが，自然環境のなかで営まれるた

め天候不順，自然災害，病虫害等の様々な

リスクに直面している。そして，これらの

災害が発生すると必要な食料を確保できな

くなり，十分な備えがない場合には飢餓，

飢饉に直面することもある。また，個々の

農業生産者は零細であるため，災害に見舞

われると経営を継続することが困難になる。

不作の原因として日照り・干ばつ（水不

足），冷害，水害など気象変動に伴う被害が

最も頻度が高く，地震，津波，噴火などの

災害も重大な被害をもたらす。また，病虫

害による減収や家畜の死亡も農家にとって

はじめに

農業は自然環境のなかで営まれるため自

然災害等の様々なリスクに直面しており，

世界の多くの国で農業保険の制度が設けら

れている。日本でも農業災害補償法に基づ

く農業共済制度があり，農業共済は農業経

営の安定のため重要な役割を果たしてきた。

農業共済は，農家が掛金を出し合って共

同準備財産を作り災害が発生した時に共済

金を受け取るという，農家の相互扶助を基

本とした「共済」制度であり
（注1）
，日本の農業

共済は，これまで自然災害や病虫害による

減収や家畜の死亡・疾病等に対処する制度

として機能してきた
（注2）
。一方，米国では，近

年，収量のみならず価格変動に伴う収入減

少を補償する収入保険が拡充しており，日

本においても収入保険導入の検討が進めら

れている。2015年３月に決定した新しい食

料・農業・農村基本計画では，「経営の新た

なセーフティネットとしての収入保険制度

等の検討」が盛り込まれ，そこでは「今後，

収入保険制度導入の検討と併せて農業災害

補償制度の在り方を検討するなかで，農業

共済組合の在り方についても検討を行う」

と書かれている。

本稿は，こうした状況を踏まえ，農業共

済の歴史と現状を概説するとともに，日本

における収入保険導入を巡る動向と今後の

課題について考察する。
（注 1） 「共済」は，加入者が掛金を払い火災，死亡，
事故等の時に契約した共済金が支払われるとい
う基本的な仕組みでは，営利事業として保険会
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来日当初東京医学校でドイツ語を教えていたが，
その後，大蔵省や農商務省の顧問となって保険
や金融の制度形成に大きな影響を与えた。なお，
マイエットと交流があり，産業組合法制定に中
心的な役割を果たした平田東助は，日本におけ
る保険制度の導入や被災者に対して食料等の援
助を行う備荒儲蓄法（1880）の制定にも関与した
（並松信久「平田東助と社会政策の展開」2015）。

（3）　農業共済制度の発足

このように，日本でも戦前から農業保険

の制度が設けられており，その運営のため

郡単位で農業保険組合が設置されたが，市

町村段階で農業保険の事務を担っていたの

は農会であった。その農会は，戦時中の43

年に産業組合と統合して農業会となったが，

農業会は終戦後GHQにより解散を命じられ，

47年に新たな組織原理に基づく農協が設立

された。

その際，農業会が農会から受け継いだ農

業保険の業務をどこが担うかが問題になり，

農協法制定と同じ47年に農業災害補償法
（注4）
が

制定され，この法律に基づいて全国の市町

村に約1万の農業共済組合が設立された。

こうして戦後改革のなかで農協と農業共

済組合は同時期に設立されたが，ともに発

足直後に経営難に直面し，農協は農林漁業

組合再建整備法（51年）によって経営再建

を図り，農業共済組合は資金不足に対処す

るため52年に農業共済基金を設立し，また

国による事務費負担が増額された。
（注 4） 法律の名称を「農業災害補償法」にしたの
は，農家の掛金のみで被害の補償を行うのでは
なく，政府が積極的に災害対策を行うという姿
勢を示そうとしたためであった。また，「農業保
険」ではなく「農業共済」としたことに関して
研究者の間で論争が行われた（農林省『農業災
害補償制度史 2 本編（下）』）。

は大きな損失となる。

（2）　農業保険の構想と導入

こうした災害に対する備えとして，人々

は古くから備蓄（常平倉，義倉，社倉等）や

頼母子講等の相互扶助の仕組みを設け，豊

作を祈る神事も続けてきた。また，品種改

良や肥培管理など収量を安定化させる農業

技術の開発・普及が進められ，農業用水の

整備や気象予知も重要な災害対策である。

しかし，それでも避けられない災害は起

きるため，保険の手法によってこうしたリ

スクに対応する農業保険が考案された。日

本は明治維新以降，西欧諸国から多くの制

度を学び導入したが，明治政府がドイツか

ら招いたマイエット
（注3）
は，1886年に執筆した

『農業保険論』において，ドイツで既に雹
ひょう

害

に対して設けられていた農業保険と同様の

仕組みを日本でも導入することを提案した。

マイエットはその後，『災害救済論』（1891），

『日本農民の疲弊及其救治策』（1893）におい

ても農民の困窮解消のため農業保険が有効

であることを主張しており，また東京帝国

大学で財政学を教え大蔵省顧問であったド

イツ人エッゲルトも，『日本振農策』（1891）

において農業保険の必要性を説いた。

しかし，農業保険の検討が本格化したの

は1925年に農林省が農商務省から独立して

からであり，29年に家畜保険法，39年に農

業保険法（米，麦，蚕が対象）が制定され，

37年には漁船保険や森林火災保険の制度も

導入された。
（注 3） マイエット（Paul Mayet, 1846－1920）は，
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『農業協同組合年鑑（1961-64）』）。

（5）　農業共済事業の拡充と展開

農業共済は，発足当初は戦前の農業保険

法，家畜保険法から受け継いだ農作物共済

（米，麦），蚕
さんけん

繭共済，家畜共済（牛，羊，馬

等）を取り扱っていたが，その後，日本農

業の発展や生産者の要請を受けて果樹，畑

作物，園芸施設に対象を拡大してきた。

果樹共済は，68年より試験的に実施され

た後，73年に温州みかん，なつみかん，り

んご，ぶどう，なし，ももの６品目を対象

に本格導入され，その後，対象品目を拡大

した。畑作物については，任意共済として

一部地域では既に実施されていたが，北海

道や沖縄県，鹿児島県等の要請を受け，74

年からの試験実施を経て，79年に本格導入

された。さらに，戦後の施設園芸の急速な

発展を受け，園芸施設を対象とした共済を

74年に試験実施し，79年より本格導入した。

また，この間，国庫負担方式，共済掛金

率決定方法，当然加入基準等を見直し，災

害収入共済や品質共済の導入，家畜共済一

元化などの改革を行うとともに，事業規模

増大に対応して事務のシステム化や事務所

の統合を進めた。

対象品目の拡大と農業生産額増大によっ

て農業共済の事業規模は大きくなり，共済

金額
（注7）
の合計（任意共済を除く）は60年に2,807

億円であったものが，80年に３兆2,619億円，

ピーク時の94年には３兆5,678億円になっ

たが，その後農業生産額の縮小に伴って減

少に転じ，2000年は３兆94億円，14年は２

（4）　建物共済を巡る農協共済との調整

戦前の産業組合では共済（保険）事業を

行っていなかったが
（注5）
，農協法では第10条１

項で共済事業を行うこと（「農業上の災害又

はその他の災害の共済に関する施設」）が認め

られた。そして，北海道（48年）や神奈川

県・長野県（51年）で共済連が設立される

とともに，51年に全国共済農協連（全共連）

が設立され，農協は組合員に対する共済を

推進した。

一方，農業保険法第36条に基づいて戦前

から農会が農家家屋や農機具等を対象とし

た「任意共済」を行っていたため，戦後設

立された農業共済組合も農家家屋等の共済

を取り扱ったが，それが農協の共済事業と

競合し，調整が必要になった。両者はこの

問題に関して10年以上にわたって交渉した

が，最終的に63年（昭和38年）に政治決着に

至り，原則として農協は長期共済（５～10

年，満期払戻し），農業共済は短期共済（１

年，掛け捨て）を扱うこととし，また農業共

済組合の建物共済の一部は全国共済農協連

に再保険（再共済）することとした
（注6）
。

（注 5） 産業組合は共済（保険）事業を行うことを
要望し，第20回全国産業組合大会（1924年）で
生命保険事業に関する決議を行い，その後も活
動を続けたが，実現に至らなかった。そのため，
産業組合は42年に共栄火災海上保険（株）を設
立し，共栄火災はその後農協が共済事業を拡充
するのに大きく貢献した。この間の経緯につい
ては，日本農業新聞の連載「JA共済事始め」［産
業組合と保険，農協共済の誕生］（2016年 6月～）
に詳しい解説がある。

（注 6） 合意文書の名称は「農業災害補償法の一部
を改正する法律の施行に伴う覚書」であり（「38

協定」と呼ばれている），このなかで農協と農業
共済団体のそれぞれが扱う共済の範囲が書かれ
ている（満川元親『戦後農業団体発展史』1972，
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用基金が農業共済基金の業務を引き継いで

いる。

14年において組合員等（市町村で農業共済

を扱っている地区の共済加入者を含む）の数

は253万人であり，農家戸数減少に伴って

組合員数は減少し，90年（391万人）に比べ

て３分の２になっている。役員（理事・監

事）は2,462人，職員（連合会を含む）は7,610

人であり，合併やシステム化等によって職

員数は85年（15,572人）に比べて半減してい

る。なお，農業共済組合は家畜診療所を運

営しており，全国257の家畜診療所
（注9）
に獣医

師が1,623人おり，診療活動や家畜共済の業

務を行っている。
（注 8） なお，農業共済組合を設置しておらず市町
村役場が農業共済の事務を行っている地域が49

ある。
（注 9） 組合営196，連合会営58，市町村営 3であり，
家畜診療所は独立採算制をとっている。日本全
体の産業動物の獣医師のうち農業共済組合に勤
務する獣医師が半分近くを占めており，その比
率が非常に高い県もある。

（2）　事業推進と損害評価

日本の農業共済の大きな特徴は，農家自

らが組合員として組合の運営に参加し，事

業推進や損害評価を行っていることである。

具体的には，集落ごとに共済部長（NOSAI

部長）を選出し，共済部長は，加入申込み

のとりまとめ，共済掛金徴収，支払通知書

配布など組合と組合員の間をつなぐパイプ

役を果たしている。全国に共済部長は17万

人（組合員15人に１人）おり，また災害が発

生した際に損害評価を行う損害評価員が14

万人選出されている（半分は共済部長と兼

務）。共済部長の報酬はごくわずかであり，

兆6,323億円になっている。また，畜産や施

設園芸の発展によって家畜共済や園芸施設

共済の割合が増加する一方で，米の生産額

減少に伴って農作物共済の割合が低下して

いる。
（注 7） 「共済金額」とは，事故による損害が生じた
時に農業共済組合が支払う共済金の最高限度額。

2　農業共済の現状

（1）　農業共済の組織

農業共済事業の実施機関として農家を組

合員とする農業共済組合を設置しており，

この組合が農業共済の加入推進，損害評価，

共済金支払を行い，組合の理事・監事の選

出や事業計画，決算の承認は農家の代表に

よる総代会で決定している。

全国各地に農業共済組合が設置されてお

り，1955年には10,907組合あったが，その

後，市町村合併や農家戸数減少等により合

併が進み，65年に2,835組合，90年に539組

合，14年には147組合
（注8）
に減少している。ま

た，当初，全ての都道府県で農業共済組合

連合会が設置されていたが，現在，20の都

府県では１県１組合になっており，連合会

の数は27である。全国段階に連合会はなく，

全国農業共済協会（公益社団法人）が事業企

画，研修や行政との連絡調整等を行ってい

る。県段階の連合会は県内の組合と保険契

約を結び，さらにそれを政府が再保険する

ことでリスクを分散させている。なお，農業

共済組合を資金面で支えていた農業共済基

金は2000年に解散し，その後は農林漁業信
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共済，園芸施設共済の５部門
（注10）
と，任意共済

（注11）

の建物共済，農機具共済であり，それぞれ

の制度の概要と加入状況は，以下のとおり

である（第１表）。
（注10） 蚕繭共済は，加入者の減少のため2000年に
畑作物共済に統合された。

（注11） 「任意共済」とは農業共済組合が自主的に行
う共済事業であり，政府による再保険や共済掛
金の助成がない。

ａ　農作物共済

農作物共済の対象は米（水稲，陸稲）と麦

であり，米や麦を一定面積
（注12）
以上生産してい

る生産者は共済に加入することが義務づけ

られており（「当然加入」），その面積以下の

農家も任意で加入できる。対象としている

災害は，風水害，干害，冷害，雪害，地震，

ほとんどボランティアで共済の業務を行っ

ている。

こうした集落を基礎とした農業共済の仕

組みは，農会が組織した農家組合の機能を

受け継いだものであり，農協組織と同様に

日本の村社会の伝統に基盤を置いている。

こうした仕組みによって，農家は自分たち

が作っている農業共済であるという意識を

持つことになり，それがモラルハザード

（不正請求等）の発生を防ぎ，また推進費用

の節約にもつながった。

（3）　農業共済の加入状況

農業共済（NOSAI）が扱っている共済は，

農作物共済，家畜共済，果樹共済，畑作物

戸数 面積等 共済
金額

共済
掛金 共済金 加入率 被害率うち農家

負担
農作物共済 1,537 1,755 11,945 306 149 93 - 0.8
水稲
麦

1,490
47

1,489
265

10,804
1,141

187
119

94
55

40
52

94.7
97.8

0.4
4.6

家畜共済 66 6,278 6,877 566 293 529 - -
乳用牛
肉用牛
馬
種豚
肉豚

16
47
2

0.8
0.6

2,174
2,196

21
183

1,693

2,975
3,473
193
90

146

365
177
6
3

14

185
94
4
2
8

343
163
6

2.5
14

92.7
66.9
60.7
23.8
22.3

11.5
4.7
2.9
2.8
9.7

果樹共済 65 40 983 43 21 30 - 3.1
収穫共済
樹体共済

63
2

39
0.9

932
52

42
0.5

21
0.3

30
0.4

24.4
3.4

3.2
0.8

畑作物共済 78 282 1,959 132 60 68 69.2 3.5
園芸施設共済 214 24 4,558 56 28 21 47.9 0.5
小　計 1,960 - 26,323 1,103 551 740 - 2.8

建物共済 2,576 3,927 453,457 434 434 179 - 0.04
農機具共済 - 767 16,770 73 73 34 - 0.2
合　計 - - 496,550 1,610 1,058 953 - 0.2

資料 　農林水産省とりまとめ資料をもとに作成
（注）1  　「面積等」のうち，「家畜共済」は頭数，「建物共済」は棟数，「農機具共済」は台数（単位は千）。

2  　「被害率」は，「共済金」÷「共済金額」。
3  　「建物共済」および「農機具共済」の「共済掛金」には，事務費賦課金を含む。

第1表　農業共済の加入状況（2014年度）
（単位　千戸，千ha，億円，％）

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2016・10
8 - 532

相殺方式」は被害耕地の減収量の合計，「全相殺
方式」は農家の耕地全体の収量の合計，により
共済金を計算する。

ｂ　家畜共済

対象としている家畜は，牛（乳用牛，肉用

牛），馬，豚（種豚，肉豚）であり，鶏は対

象になっていない。対象となる事故は，家

畜の死亡と病気，けがである。家畜共済に

加入する場合は，病弱な家畜だけを選択的

に加入することはできず，家畜の種類ごと

に全頭加入（包括共済）する必要があるが，

種雄牛，種雄馬は１頭ごとの加入（個別共

済）が可能である。

共済金額は共済価額（家畜の評価額）の一

定の割合（例えば牛２～８割，肉豚４～８割

で農家が選択）であり，共済金額に応じて共

済掛金を払う。家畜が死亡した場合は農家

が選択した補償額，病気やけがの場合は治

療に要した費用が支払われる。

家畜共済の加入状況（14年度）は，乳用

牛は16千戸，2,174千頭で，加入率は92.7％

と高い。共済金額は2,975億円で，支払われ

た共済金は343億円である。肉用牛の加入

は47千戸，2,196千頭で加入率は66.9％，共

済金額は3,473億円で，支払われた共済金は

163億円である。また，馬は２千戸，21千頭

で加入率は60.7％であるが，豚の加入率（種

豚23.8％，肉豚22.3％）は低い。

ｃ　果樹共済

果樹共済の対象となっているのは，温州

みかん，なつみかん，いよかん，指定かん

きつ（はっさく，ぽんかん，ゆず等），りん

噴火，火災，病虫害，鳥獣害など幅広い。

なお，当然加入（強制加入）は，保険（共

済）において起きやすい「逆選択」（事故率

の高い人がより多く加入する）を防ぐための

手法であり，自賠責保険など社会政策的目

的を持った保険で適用されているが，農業

共済では米と麦を当然加入にしており，他

は任意加入である。

引受方式（＝加入方式）として，一筆単位

引受方式，半相殺農家単位引受方式，全相

殺農家単位引受方式があるが
（注13）
，一筆方式が

８割を占めている。また，品質低下による

損害も共済の対象に含める品質方式（水稲）

や災害収入共済方式（麦）が設けられてい

る。

14年度における水稲の加入状況は，農家

1,490千戸，面積1,489千ha（加入率94.7％）で

あり，共済金額は１兆804億円である。一

方，被害戸数は59千戸（4.0％）であり，共

済掛金187億円（うち農家負担は５割の94億

円）に対して共済金支払額は40億円であっ

た。なお，水稲の共済掛金は1,258円/10aで

あり，掛金はそれほど高くない。

麦の共済加入（14年度）は，農家47千戸，

面積265千ha（加入率97.8％）であり，共済

金額は1,141億円である。また，被害戸数は

14千戸と加入者の３割を占め，麦の被害率

（金額）は4.6％で，水稲（0.4％）に比べ非常

に高い。共済掛金119億円（農家負担55億円）

に対して，共済金支払額は52億円であった。
（注12） 最低面積は，水稲は都府県20～40a，北海道

30a～ 1 ha，麦は都府県10～30a，北海道40a～
1 haの範囲内で，各都道府県が決めている。

（注13） 「一筆方式」は耕地一筆ごとの減収量，「半

農林中金総合研究所 
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対象としている災害は農作物共済とほぼ

同じであり，災害に伴う減収分を補償する

が，てんさい，さとうきびについては糖度

の低下も対象としている。加入できるのは

対象作物ごとに５～30a以上（北海道は30～

100a以上）を栽培している生産者であり，

加入する際は当該品目全てを共済の対象と

しなければならない。引受方式は全相殺方

式がほとんどであるが，大豆は一筆単位方

式や半相殺方式を選択でき，小豆，いんげ

んは半相殺方式である。

14年度の加入状況は，78千戸，282千ha

（加入率69.2％）であり，共済金額は1,959億

円で，被害農家は25千戸，共済金は68億円

である。加入率を品目別にみると，ホップ

（98.1％），てんさい（91.6％），いんげん

（79.8％），大豆（71.5％）は高いが，茶（1.8％），

かぼちゃ（24.5％），そば（33.3％）は低い。

また，ばれいしょ（54.9％），さとうきび

（51.5％），たまねぎ（45.1％）の加入率は約

５割である。

ｅ　園芸施設共済

園芸施設共済の対象は，施設園芸用の施

設（プラスチックハウス，ガラスハウス等）と

それに付随する暖房機械等，施設内で栽培

される野菜，花きである。台風等による施

設等の損壊や病虫害，鳥獣害による被害が

対象になり，また施設の解体，撤去費用に

も共済金が支払われる。２～５a以上の農

家が加入でき，加入する場合は全ての施設

を対象とする必要がある。共済金額は共済

価額（施設の評価額）の４～８割の範囲で農

ご，ぶどう，なし，もも，おうとう，びわ，

かき，くり，うめ，すもも，キウイフルー

ツ，パイナップルの16品目である。

樹種ごとに一定面積（５～30a）以上の果

樹を栽培している生産者が加入でき，加入

した場合，対象となる果樹全てについて加

入する必要がある。果樹共済には収穫共済

と樹体共済があり，収穫共済は自然災害，

火災，病虫害，鳥獣害による減収や品質低

下の損害を補償し，樹体共済は自然災害で

樹体自体が枯死，滅失等で損傷した場合の

損失を補償する。対象品目に応じて様々な

種類の引受方式があり，農家が選択できる。

収穫共済の加入状況（14年度）は63千戸，

39千ha，加入率24.4％で，他の共済に比べ

て果樹共済の加入率は低い。共済金額は

932億円で，支払われた共済金は30億円であ

る。一方，樹体共済の加入者はわずかであ

り，共済金額は52億円である。品目別に加

入率をみると，いよかん（59.7％）が最も高

く，次いで，うめ34.4％，りんご33.2％，な

し30.7％，温州みかん24.6％であり，もも

（18.1％），くり（13.9％），ぶどう（11.8％），

おうとう（8.8％）の加入率は低い。

ｄ　畑作物共済

対象品目は，ばれいしょ，大豆，小豆，

いんげん，てんさい，さとうきび，茶，そ

ば，スイートコーン，たまねぎ，かぼちゃ，

ホップ，蚕繭の13品目であるが，一部の都

道府県でしか対象としていない品目もある。

野菜も一部含まれているが，ほとんどの野

菜は農業共済の対象になっていない。

農林中金総合研究所 
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億円（31,959棟）である。なお，１棟当たり

の平均共済金額は1,154万円で，共済掛金は

火災共済が8,024円/棟，総合共済が11,457円/

棟である。
（注14） なお，農協が扱っている建物の共済は，長
期143兆円，短期1.7兆円である。

ｇ　農機具共済

農機具共済には農機具損害共済と農機具

更新共済の２種類があり，農機具損害共済

は５万円以上の農機具を対象にした１年の

短期共済（掛け捨て型）で，自然災害，衝

突，転覆等の事故による損害を補償する。

一方，農機具更新共済は３～10年の積立型

であり，事故に対して補償するとともに，

共済満期時に減価共済金（買い換え更新資

金）が支払われる。加入限度額は2,000万円

と農機具の新調達価額の低い方である。

農機具損害共済の加入（14年度）は767千

台，共済金額１兆6,770億円であるが，農機

具更新共済は3.5千台，共済金額60億円と加

入者は少ない。両者を合わせた共済掛金は

55億円，事務費賦課金が18億円（計73億円）

であり，共済金支払は34億円（事故26,260

台）である。

（4）　農業共済組合の収支

14年度の農業共済組合の収支（事業勘定，

全国計）をみると（第２表），共済掛金の収

入は1,016億円で，共済金の支払いは975億

円であり，また国・連合会に保険料を400億

円支払い，保険金を583億円受け取ってい

る。農業に関する災害は地域や年による偏

在・変動が大きく（第１図），農業に対する

家が選択する。

14年度の加入実績は，214千戸，24千ha

（加入率47.9％）で，共済金額は4,558億円で

ある。被害戸数は23千戸で加入者の１割を

超えており，共済金支払額は21億円である。

ｆ　建物共済

農業共済が扱う建物共済は「住まいる」

という名称で呼ばれており，農家が所有す

る建物とその付属物，建物内の家具，農具

が対象であり，１年短期の掛け捨て型であ

る。火災，落雷，漏水，盗難，破壊行為の

事故を対象とした建物火災共済と，それに

加えて地震，津波，土砂崩れ，噴火，風水

害も補償対象に加えた建物総合共済がある。

共済金額は建物の価額（評価額）が上限

であり，建物火災共済は6,000万円，建物総

合共済は2,000万円（両方に加入する場合は

合計で6,500万円）を上回ることはできない。

共済掛金は建物の構造によって異なる。

14年度の加入実績は，393万棟（258万件），

共済金額45兆3,457億円
（注14）
であり，うち建物火

災共済が349万棟，42兆1,793億円，建物総合

共済が44万棟，３兆1,664億円である。共済

に加入している393万棟の内訳は，住宅237

万棟，納屋（農作業小屋）90万棟，倉庫等66

万棟で，ほとんどの組合員がこの建物共済

に加入しており，複数棟に加入している農

家もある。ただし，農家戸数減少に伴う組

合員数減少によって，加入棟数は90年（679

万棟）に比べ約６割になっている。

共済掛金は251億円，事務費賦課金は182

億円（計434億円）であり，共済金支払は179
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及推進費42億円，施設費42億円，業務費40

億円，事務費21億円等である。

連合会の主な収入は，保険料（組合から

の支払い）433億円，交付金125億円であり，

主な支出は保険金（組合に対する支払い）552

億円，再保険料48億円，再共済掛金99億円

である。また，業務勘定をみると，主な収

入は補助金42億円，受取利息41億円であり，

主な支出は人件費87億円，普及推進費16億

円である。

なお，16年度における農業共済に関する

国の予算額は886億円であり，国はこの予

算によって再保険，組合事務費補助，共済

掛金助成（国庫負担）を行っている。

3　収入保険を巡る内外の動向

（1）　WTO対応としての収入保険の検討

世界的に収入保険を巡る議論が盛んにな

ったのは，ウルグアイラウンドにおいて価

格支持政策を中心とする農業保護（AMS）

の削減を迫られるなかで，収入保険が削減

対象にならない「緑の政策」となる可能性

が出てきたからである
（注15）
。EUはマクシャリー

保険（共済）は他の保険に比べて特別のリ

スク対策が必要であり，連合会・政府によ

る保険・再保険の仕組みによって共済金支

払が多額になった場合のリスクを分散させ

ている。そのほか農業共済の収入として診

療収入（家畜診療所）147億円，技術給付金

収入107億円等がある。また，業務勘定の収

支をみると，収入は補助金387億円，賦課金

128億円，損害防止収入26億円等であり，費

用は人件費532億円，損害防止費52億円，普

第2表　農業共済組合の収支（2014年度，全国計）

収　益 費　用
共済掛金
保険金
責任準備金戻入
診療収入
技術給付金
その他

1,016
583
184
147
107
185

共済金支払
保険料
責任準備金繰入
診療諸掛
業務勘定繰入
その他

975
400
180
257
190
125

計 2,222 計 2,127
資料 　農林漁業信用基金「農業共済財務主要統計」
（注） 　農業共済を扱っている市町村の勘定を含む。

（単位　億円）
〈事業勘定〉

収　入 支　出
受取補助金
事業勘定受入
賦課金
受取利息
損害防止収入
その他

387
190
128
49
26

122

人件費
損害防止費
普及推進費
施設費
業務費
その他

532
52
42
42
40

194

計 902 計 902

（単位　億円）
〈業務勘定〉

35

30
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5

0

（%）

資料 　農林水産省「農業災害補償制度農作物統計表」

第1図　農業共済の災害率（金額）の推移
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改革（92年）で直接支払いを導入すること

によってAMSの削減を進めたが，米国は96

年農業法において不足払いを廃止し，固定

支払いと収入保険を導入した。

日本では，農業共済は自然災害等に伴う

生産量減少のリスクに対処する仕組みとし

て位置づけられ，農産物の価格変動に伴う

市場リスクに対しては，かつては米麦の食

管制度に代表されるように価格支持政策や

需給調整政策による価格安定を行ってきた。

しかし，80年代後半以降の円高に伴って内

外価格差が拡大するなかで，農産物・食品

の輸入自由化や規制緩和が進み，それまで

の制度を維持することが次第に困難になっ

た。さらにそれに追い打ちをかけるように，

ウルグアイラウンドで農業保護（AMS）削

減の合意がなされ，「黄の政策」の削減のた

め価格支持制度の改革が迫られた。こうし

たなかで，90年代末に「緑の政策」となる

可能性のある収入保険に関する関心が高ま

り，米国，カナダの収入保険の紹介が行わ

れ，農業共済に関する研究も行われた。

しかし，最終的には，米，麦等に対する

価格支持制度の改革が行われ，新たな経営

安定制度が導入されたものの，日本では収

入保険の導入は見送られた。
（注15） 辻井博「農業経営安定化政策（粗収入保険）
の意義と問題点」（1997），生源寺眞一「21世紀
農政の展望と農業共済」『農業共済の経済分析』
第 2部第 6章（2001）。ただし，収入保険は無条
件で緑の政策になるわけではなく，「緑」になる
ためには一定の条件を満たす必要がある。

（2）　米国の作物保険と収入保険

ところが，ここにきて日本で収入保険の

議論，検討が再び浮上してきたのは，TPP

という新たな国際的枠組みが進展したこと

と，米国で収入保険の普及率が高まり新た

な展開を示しているためである。

米国では，農業保険の制度は1938年に設

けられたが，90年代前半までは農家の農業

保険加入率は低かった。しかし，94年に連

邦作物保険改革法によって作物保険制度の

改革が行われ，その結果，作物保険（災害

による収量減少を対象とした農業保険）が急

速に普及し，また同時に収入保険パイロッ

トプログラムが始められた。さらに，96年

農業法では，不足払いを廃止して固定支払

いを導入するとともに，価格変動リスクへ

の対応策として収入保険が導入された。

94年に米国で導入された作物保険はCAT

（Catastrophic Crop Insurance：大災害作物保

険）とMPCI（Multiple Peril Crop Insurance：

複合危険作物保険）であり，CATは自然災害

等によって単収が基準単収（過去実績）の

50％を下回った時に，下回った分の収量に

基準価格（FCIC［連邦作物保険公社］が設定）

の55％を掛けた額の保険金を支払うという

もので，政府が保険料を全額助成する（た

だし加入者は一定の手数料を支払う）。また，

MPCIは，農家の選択で保険料の一部を負

担することによりCATより高い保証を得

るものであり，現在はAPH，YPという名称

になっている（第３表）。

一方，96年に導入された収入保険はCRC

（Crop Revenue Coverage：作物収入保証保

険）であり，価格や単収が低下して農産物

販売収入が減少した場合に，収入保証額
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て少ない
（注16）
。

（注16） このほか，米国には果樹，畜産を対象とし
た収入保険があり，酪農についてはマージンを
補償する利幅保険MPPが設けられている。なお，
米国で作物保険，収入保険を管理・運営してい
るのは米国農務省リスク管理局（RMA）と連邦
作物保険公社（FCIC）であり，民間の保険会社
（18社）が保険を販売し（末端では代理店が販
売），政府がそこに助成金を支給している。

（3）　カナダにおける収入保険の展開

カナダでは1958年の農業安定化法によっ

て価格支持政策と作物保険が設けられたが，

カナダは米国よりも早く91年の農業所得保

証法で収入保険を導入し，米国の収入保険

はこのカナダの制度から学んだと指摘され

ている。

91年にカナダで導入された収入保険は

GRIP（Gross Revenue Insurance Plan：粗収入

保険計画）とNISA（Net Income Stabilization 

Account：純所得安定口座）であり，GRIPは，

算定収入額（実際の販売収入額＋作物保険

（基準単収×基準価格と収穫時価格の高い方×

保証水準）と実際の販売収入の差額が保険

金として支払われる。さらに99年には，経

営単位での農業収入全体を保険の対象にす

るAGR（Adjusted Gross Revenue：調整粗収

入保険）が導入された。AGRは，当該年度

の農業収入が収入保証額を下回った場合に，

その差額の一定割合が保険金として支払わ

れるというものであるが，保証水準はそれ

ほど高くなく，加入者は少数にとどまった。

現在の収入保険の中心はCRCを受け継い

だRP（Revenue Protection：収入保証保険）で

あり，米国の収入保険全体（金額）に占める

RPの割合は95％になっている。一方，経営

単位の収入保険は，15年にAGRより保証上

限額や保証水準が高いWFRP（Whole-Farm 

Revenue Protection：総農場収入保証保険）に

変わり，WFRPはほとんどの州で導入され

たものの，加入者はAGRと同様に依然とし

作
物
保
険

CAT（Catastrophic Crop Insurance）
大災害作物保険

通常年（過去4－10年）の平均単収の50%を下回った場合，下回った分につい
て予想市場価格の55％を支払う。保険料は全額政府が負担するが，加入す
る作物ごとに300ドルの手数料を支払う。

APH（Actual Production History）
過去実績生産保険

CATでは不十分だと感じる農業者に対して上乗せの保証（50～85％）を行う
保険。保証価格は期待予想価格（FCICが決定）の55～100％の範囲で加入者
が選択し，選択した条件に応じた保険料を支払う。

YP（Yield Protection）収量保証保険 基本的仕組みはAPHと同じ。適用される価格はARHと異なり作付前先物価
格を使用。

AYP（Area Yield Protection）
地域収量保証保険 個々の農場の収量ではなく，郡ベースの収量をもとに保証する作物保険。

収
入
保
険

RP（Revenue Protection）収入保証保険 単収低下と価格低下によって実際の販売収入が収入保証額（基準単収×基準
価格×保証率）を下回った場合に，下回った分を補償。

ARH（Actual Revenue History）
過去実績収入保険

果樹を対象に単収，価格，品質低下によって実際の販売収入が過去の平均
単収×保証水準を下回った場合に補償。

ARP（Area Revenue Protection）
地域収入保証保険 AYP（作物保険）と同様に郡ベースの収入額をもとに収入を保証。

WFRP（Whole Farm Revenue 
Protection）総農場収入保証保険

経営単位の農業収入が基準収入（過去の平均収入×保証水準［50～85％］）を下
回った場合に補償する収入保険。

資料 　CRS Report “Federal Crop Insurance: Background”等をもとに作成

第3表　米国の作物保険と収入保険
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険），の４つの農業セーフティネットの一部

として再編された（第４表）。

（4）　「温州みかん所得共済制度」と

「漁業共済・積立ぷらす」

近年の日本における収入保険導入の検討

は，米国，カナダの収入保険を参考に進め

られてきた感があるが，実は日本でも，「温

州みかん所得共済制度」や「漁業共済・積

立ぷらす」など共済制度を活用した収入保

険型の制度はこれまでも試みられてきた。

温州みかん所得共済制度は，災害補償を

目的とした共済だけでは農業収入を安定化

させることは出来ないとして，73年に愛媛

県の事業（国の果樹共済の補完事業）として

導入されたものである。その仕組みは，収

量変動，品質変動，価格変動の合成として

の単位面積当たりの基準生産金額を定め，

みかん農家の販売収入が基準生産金額を下

回った際にその差額を補てんするものであ

り，価格変動の要素も組み込んだところが

他の農業共済にはない新しい仕組みであっ

た。この制度は，その後果樹共済のなかに

額）が目標収入額（基準単収×支持価

格×保証水準［70～90％］）を下回っ

た場合にその差額が支払われるもの

であるが，国，州政府，生産者が３

分の１ずつ負担する制度であったた

め財政負担が重くなり，95年に終了

した。

一方，NISAは畜産物以外の穀物，

野菜，果樹等を対象にしており，加

入農家は基準収入を上回った際に収

入の３％を積み，それに国が２％，州政府

が１％（計３％）を上乗せする。加入者は収

入が過去５年間平均を下回った際にこの口

座から引き出せるが，NISA口座に積み立て

られた資金は農業から引退した際にその後

の年金財源として利用できる。NISAは農家

に好評で加入率が高かったが，積立てとい

う性格が強くなって農業経営安定という本

来の目的と乖離したことが問題視され，03

年に終了した。

2000年からCFIP（Canadian Farm Income 

Protection：カナダ農場所得保証制度）が導入

されたが（過去の平均農業所得の70％以下に

なった場合，差額分が支給される制度），04年

からはNISAとCFIPを統合する形でCAIS

（Canadian Agricultural Income Stabilization：

カナダ農業所得安定化制度）が発足した。し

かし，このCAISも09年から始まったBRM

（Business Risk Management）によって，

①AgriInvest（NISAを継承した積立型），②

AgriStability（CAISを継承した所得安定制

度），③AgriRecovery（自然災害に対する緊

急対策），④AgriInsurance（通常の作物保

AgriInvest

かつてのNISAの仕組みを継承した積立型。生産
者は純販売額（販売額－資材費）の1.5％を口座に積
立て政府が同額を拠出。必要とする時に口座から
引き出せる。

AgriStability
実際の農業所得が基準農業所得（過去5中3の平均）
の70％を下回った場合，低下分の7割を支払う収入
保険（3割は生産者が負担）。

AgriInsurance 自然災害によって発生した損害を補償する作物保険。保険料と管理料の一部を政府が負担。

AgriRecovery 大規模な自然災害など他の事業では対応できな
い被害に対処する緊急対策。

資料 　松原豊彦「カナダの次世代農業・食料政策」等をもとに作成

第4表　カナダの農業セーフティネット制度
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4　収入保険の検討状況と
　　その問題点　　　　　

（1）　収入保険調査事業の内容

以上説明したように，日本では90年代末

に収入保険に対する関心が一時高まったも

のの，収入保険の導入は見送られた。しか

し，TPPや米国の動向を受け，再び収入保

険への関心が高まり，第二次安倍政権のも

とで策定された「農林水産業・地域の活力

創造プラン」（13年12月）において収入保険

制度の導入検討が盛り込まれ，14年度予算

に収入保険制度等検討調査費（3.2億円）が

計上されて調査事業が開始された。

14年度の調査では，青色申告を行ってい

る認定農業者4,000経営体（個人3,000，法人

1,000）に対して，過去７年間のデータを収

集し分析を行うとともに，アンケート調査

を実施した。また15年度には，全国の1,000

の経営体（個人750，法人250）に対して実際

に収入保険を導入した場合の検討を行い，

16年度は，２年間の調査結果を踏まえ，制

度の実施方法等を検討するための事業化調

査と，保険料，保険金の水準を決定するの

に必要な過去の収入データの収集・分析を

行っている。

農林水産省は，これまでの調査結果を踏

まえて16年中に収入保険の具体案を提示し，

この秋に設置した研究者，農業共済関係者，

農業者等からなる有識者会議で検討を行い，

17年の通常国会に関連法案を提出する方針

である。

災害収入共済が設けられたこともあって94

年に終了したが，市場リスク対策も含んだ

収入保険の先駆的取組みであったと評価で

きよう
（注17）
。

漁業共済は，農業共済より22年遅く69年

に制定された漁業災害補償法によって開始

されものであり，その内容は，①漁獲共済

（不漁等による漁業収入減少を補償），②養殖

共済（養殖魚の死亡，流失等を補償），③特定

養殖共済（特定の品目について品質低下によ

る減収を補償），④漁業施設共済（養殖施設，

定置網等の損傷・流失等への補償）である。

この漁業共済において，08年より生産者が

基金に積立てを行い（さらに国が同額を積立

て），収入が減少した際に補てん金が支払

われる漁業経営安定対策事業（「旧積立ぷら

す」）が開始されたが，さらに民主党政権時

代の11年に，国の助成割合を高く（生産者

１国３の割合）した資源管理・漁業所得補償

制度（「積立ぷらす」）が導入された（13年よ

り「資源管理・漁業経営安定対策」に名称を変

更）。この「積立ぷらす」は，漁業共済を活

用した収入保険型の制度であるということ

ができ，加入できるのは資源管理計画・漁

場改善計画に参加し漁業共済に加入してい

る漁業者であるが，「積立ぷらす」は漁業者

に好評で現在７割近い漁業者が加入してい

る。
（注17） 詳しくは，永木正和「果樹共済事業」『農業
共済の経済分析』第 2部第 7章（2001），「農業
経営安定対策としての収入保険導入の課題」『農
林金融』2002年 8月号参照。
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結果が公表された。それによると，外部有

識者６人のうち，本事業が「現状通り」と

する者はなく，「一部見直し」が２人，「抜

本的見直し」が３人，「廃止」が１人であっ

た。

見直しの理由として挙げられたのは，収

入の過少申告等のモラルハザード発生の防

止策が十分検討されていないこと，閣議決

定を受けた実施を前提とした調査であり調

査方法や調査内容が不十分であること，価

格が下落した場合の国費投入の有無や規模

が決定していないなどであり，制度設計，

事業化計画自体が時期尚早であるとの厳し

い意見もあった。

行政レビューのヒアリングはわずか１時

間であり，外部有識者といっても農業共済

や農業政策に精通した者は少なく，これら

の指摘が全て妥当なものであるかは疑問で

あるが，行政レビューで指摘された問題点

は，一般の国民，農業者の素朴な疑問と共

通していると考えられ，農林水産省は制度

導入にあたってこれらの疑問点に答え，収

入保険を持続可能な制度にする必要があろ

う。

（4）　収入保険導入の問題点と課題

ａ　求められるさらなる研究と検討

収入保険については，「活力創造プラン」

「食料・農業・農村基本計画」の閣議決定を

受けて調査事業が進められ，収入保険に関

する国民，農業者の十分な理解と議論がな

いままに，TPP対策として過度な期待が先

行したことは否めないだろう。

（2）　導入が検討されている収入保険案

これまでの検討を経て，現在，導入が検

討されている収入保険の内容は，以下のと

おりである。

① 対象‥‥青色申告を５年間継続して実

施している個人，法人。

② 対象収入‥‥米，麦，野菜，果実，花

き，畜産物など農産物（加工品を除く）

の販売収入全体（所得ではない）。

③ 補償の仕組み‥‥当年の農業収入（税

申告ベース）が補償限度額（基準収入

［過去５年間平均］の一定割合［例えば９

割］）を下回った場合に，下回った分の

一定割合（例えば９割）を補てんする。

例えば，過去５年間の平均が800万円

で当年度の収入が600万円の場合，108

万円の保険金支払いがある。

④ 保険‥‥保険料は収入の一定割合とす

る。例えば保険料率を５％，基準収入

（過去の農産物販売額）を800万円とする

と，保険料は40万円になる。なお，掛

け捨て方式か積立方式かはまだ決定し

ていないようであるが，大きい減収分

（例えば８割以下）は掛け捨て方式，小

さい減収分（例えば８～９割）は積立方

式（保険金支払いがない場合，繰り越せ

る）という組み合わせになる可能性が

ある。

（3）　行政レビューにおける評価

この収入保険に関する調査事業が，内閣

府行政改革推進本部が実施している16年度

の行政レビューの対象となり，６月にその
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保険だけで農業経営安定を実現しているわ

けではなく，収入保障，不足払い，収入保

険の３層構造によって農業経営の安定化を

行っており（服部（2016），平澤（2014）），収

入保険のみでは農業所得の確保は実現でき

ないことを認識する必要がある。

ｃ　経営単位収入保険の問題点

米国で最も普及している収入保険は品目

別の販売収入を対象にしたRP（収入保証保

険）であり，経営単位で農業収入全体を対

象にするWFRP（総農場収入保証保険）の加

入者は非常に少ない。確かに，複合経営で

は全体の収入と所得が問題であり，収入全

体を保証する利点もあろうが，全体の収入

でみると一部の品目の減収が他の品目の増

収で補われるということがあり，その分，

保険金受取額が少なくなる。現在の農業共

済で全相殺方式が好まれていないように農

家は総収入を対象にした保険を好まないと

考えられる。そのため，日本で農業収入全

体を対象とした収入保険を導入しても，加

入者は米国のWFRPと同様に多くならない

可能性がある。

こうした問題点があるため，日本で導入

する収入保険は価格変動の激しい果樹，野

菜部門に限定し，これまでの災害収入共済

方式に価格の要素を加える制度として出発

した方が現実的な道だと考えられる。

ｄ　対象者を限定する問題点

もう一つの大きな問題は，収入保険の対

象が青色申告を行っている経営体のみであ

米国やカナダの制度については，これま

で吉井邦恒氏等によって詳細な紹介が行わ

れ，農業共済については，02年に多くの研

究者による『農業共済の経済分析』がまと

められたが，その後，収入保険や農業共済

に関する研究は多くは行われていない。今

後，有識者会議等を通して収入保険の具体

案が明らかになるであろうが，導入される

収入保険が実際に多くの農業者に活用され

農業経営安定に寄与する制度となるために

は，以下のような点に関してさらなる研究

と検討が必要であろう。

ｂ　現行制度との整合性

現在導入が検討されている収入保険の案

は，農業収入全体の安定化を目的にした米

国のWFRP（総農場収入保証保険）に似た制

度のようであるが，日本では現在，米，麦，

大豆，砂糖原料，牛乳，野菜など品目ごと

の経営安定制度が存在しており，さらに

TPP対策として牛肉，豚肉の「マルキン」

の法制化と保証水準の上乗せが検討されて

いる。農業者がそれに加えてさらに収入保

険に加入することのメリットはどこにある

のかを明確にする必要がある。

政府は，民主党政権時代に導入された戸

別所得補償（現在は「経営所得安定対策」）を

18年度で廃止し，米の生産調整見直しとと

もに収入保険を導入するとしているが，鈴

木宣弘氏が指摘するように，「岩盤」の制度

がないままに収入保険のみで稲作の経営安

定，所得確保を実現することはできない

（『農業収入保険を巡る議論』）。米国でも収入
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分な審議が必要であろう。こうした多方面

にわたる検討を行うことにより，導入され

る収入保険制度が現実に農業経営の安定化

に寄与し多くの農業者に活用されるような

制度となることを期待したい。

5　農業共済の今後の方向

（1）　農業構造の変化と農業共済制度の

あり方

本稿で紹介したように，日本の農業保険

は農民の窮状を救済しようとする高い志を

もって開始されたものであり，それを引き

継いだ戦後の農業共済制度は，日本の農村

集落が有する相互扶助の仕組みに根差し，

モラルハザードの発生が少なく推進費用も

低い優れた制度として存続してきた。農業

共済によって農業経営と農村社会の安定が

図られ，農業共済制度は日本の食料安全保

障に大きく貢献したと評価することができ

る。

しかし，日本農業は担い手の高齢化に直

面しており，今後，離農する農家が増加す

るなかで農地集積や法人化の進展が見込ま

れており，農業共済制度もこうした農業構

造の変化を見据えて改革を進める必要があ

る。特に，これまで農業共済が基盤として

いた農村集落が弱体化し，共済部長の選出

が困難になっている地域もあり，推進体制

や損害評価の仕組みを再検討・再構築する

必要が出てくるであろう。ただし，それに

よって農業共済の利点であった農村の相互

扶助を基礎とした推進体制や評価体制その

るということである。不正受給を防ぐため

にはやむを得ない条件ではあるが，現在，

青色申告を行っている農業経営は全体の２

割程度（40万戸）しかおらず，対象者を限定

すると，収入保険が日本農業全体を支える

制度にはならない。また，大規模な企業的

農業経営も収入保険の対象にすると，収入

保険を支える政府の助成金が一部の大規模

経営体に集中するという問題もある。漁業

共済の「積立ぷらす」の加入率が非常に高

いのは，青色申告を前提にしていないため

である。

ｅ　保険としての成立可能性と財政負担

自然災害は地域的偏りや年による変動が

大きく，また農産物価格の変動には構造的

要因も働くため，農業に対する保険・共済

は一般の保険とは異なって「大数の法則」

が適用できず，制度を維持するためには政

府による支援が不可欠である。漁業共済の

「積立ぷらす」や稲作等の経営安定対策も

助成金を前提として運営されており，米国

でも作物保険や収入保険の掛金や事務経費

に対する政府の助成措置が設けられている。

したがって，行政レビューで指摘された

ように，日本で収入保険を導入すると政府

の財政負担がどの程度発生するのかを明ら

かにする必要があり，その結果生れる財政

支出がWTOの農業保護（AMS）とどう関係

するのかという検討も必要になるであろう。

このように収入保険についてはまだ検討

しなければならない問題点が多くあり，今

後研究者による総合的な検討と国会での十
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管理支援」として提起され，これまで農協

が取り組んできたことであるが，今後，農

業共済組合が収入保険を取り扱うようにな

ると農業経営管理に農業共済組合も深く関

係するようになり，農協の営農指導事業は

農業共済との連携を深める必要があろう。

また，農業共済の家畜診療所には，畜産

技術の専門家である多くの獣医師が働いて

おり，家畜診療所は家畜共済や診療活動を

通じて畜産農家の技術・経営情報を有して

いるため，畜産・酪農分野における農業経

営支援は家畜診療所を一つの核として再構

築していくべきであろう。

いずれにせよ，農業保険・農業共済を導

入した初期の情熱と理念を再確認し，農業

共済が今後も日本の農業，食料生産を支え

る組織として発展していくことを期待した

い。

＊ 本稿の執筆に際し，全国農業共済協会の伊藤和
幸部長より資料収集等の協力をいただき，また
岡山県，山口県，宮崎県，鹿児島県の各NOSAI
連合会・組合に取材協力をいただいたことに感
謝いたします。
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